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規程第１２号 

 

社会福祉法人小美玉市社会福祉協議会臨時職員就業規程 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は，社会福祉法人小美玉市社会福祉協議会（以下，「本会」という。）

の臨時職員についての必要事項を定めたものである。 

２ この規程に定めのない事項については，労働基準法その他関係法令の定めるとこ

ろによる。 

 

（臨時職員の定義） 

第２条 この規程で臨時職員とは，本会の職員のうち，正職員を除く職員を言う。 

 

（遵守義務） 

第３条 本会及び臨時職員はこの規程を遵守し，互いに協力して誠実にその職務を遂

行しなければならない。 

 

第２章 人事 

 

（採用及び職員労働条件通知書の交付） 

第４条 臨時職員の採用は，就業希望者の中から公正に審査選考の上決定する。 

２ 臨時職員の採用にあたっては，労働時間，賃金，その他労働条件について職員労

働条件通知書において明示する。 

 

（提出書類） 

第５条 臨時職員として採用された者は，本会が指定する日までに次の書類を提出し

なければならない。ただし，選考にあたって既に提出済みの書類及び本会が特に必

要ないと認めた場合にはその一部を省略することができる。 

（１）自筆履歴書（提出日前３ヶ月以内に撮影した写真貼付） 

（２）健康診断書 

（３）免許，資格証明書の写し 

（４）通勤経路届け 

（５）その他本会が必要と認める書類 

２ 採用時に届け出た住所，氏名，通勤方法等に異動があったときは，その都度速や

かに本会に届け出なければならない。 
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（雇用期間） 

第６条 臨時職員の雇用期間は，原則として１年以内の期間とする。 

２ 前項の雇用期間は，本人の健康状態や勤務成績等を勘案して更新することができ

る。 

 

（試用期間） 

第７条 新たに採用された臨時職員は，原則として採用の日から１ヶ月間を試用期間

とする。ただし，特別の技能，又は経験を有する者には試用期間を短縮することが

できる。 

２ 試用期間中に職員として不適格と認めた者については，本採用は行わない。 

３ 試用期間中の賃金は，第２５条に定める賃金の７割とする。 

 

（番号法に基づく提出義務及び手続等） 

第８条 臨時職員は，自身及び扶養する家族などについて，本会から番号法及び関連

法等（省令やガイドラインなどを含む，以下「番号法等」という。）に基づく報告

を求められた場合には，これに応じなければならない。 

２ 本会は，臨時職員から個人番号の報告を受ける場合には，使用目的を明示するも

のとする。 

３ 本会は，臨時職員から報告された個人番号について，管理を厳密に行い，法令等

で認められた場合を除き，目的以外に使用しないものとする。また，番号法等の範

囲で再利用できるものとする。 

４ 臨時職員は，番号法等改正などにより，個人番号の使用目的などが拡大または改

正などされた場合には，その内容に伴う本会の指示に従うものとする。 

 

（退職願） 

第９条 臨時職員が退職しようとするときは，原則として，１ヶ月前までにその理由

を示し，会長に申し出なければならない。 

 

（解雇） 

第１０条 臨時職員が次の各号の一に該当するときは，雇用期間の途中であっても解

雇する。 

（１）業務量の減少等により，雇用の必要がなくなったとき 

（２）この規程に違反したとき，又は業務上の指示命令に違反したとき，もしくは

著しく就業秩序，規律に違反し，あるいはこれを乱したとき 

（３）勤務状況が著しく悪いとき，又は能率が悪く業務に不適性なとき，又は不完

全な労務提供しかできないとき，その他協調性がなく勤務に著しく不適当なと

き 

（４）その他，前各号に準ずる事由があり，臨時職員として雇用を継続し難いやむ
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を得ない事由があると認められたとき 

 

（解雇予告） 

第１１条 本会が前条の規定により臨時職員を解雇する場合は，少なくとも３０日前

に本人に予告するか，又は平均賃金の３０日分に相当する解雇予告手当を支払うも

のとする。 

２ 前項の予告日数は，平均賃金を支払った日数分だけ短縮することができる。 

３ 前各項の定めにかかわらず，次の各号の一に該当する場合は，事前の予告及び解

雇予告手当を支払うことなく即時解雇することができる。 

（１）２ヶ月以内の期間を定めて雇用した者（所定の期間を超えて引き続き雇用し

た者は除く） 

（２）本人の責に帰すべき事由がある場合 

（３）天災事変その他やむを得ない事由のため，事業の継続が不可能となった場合 

 

（解雇制限） 

第１２条 前条の規定にかかわらず，次の各号の一に該当する期間は，解雇しない。

ただし，第１号の場合において労働者災害補償保険法第１９条の要件を満たす場合

はこの限りではない。 

（１）業務上の負傷又は疾病にかかり，療養のために休業する期間及びその後３０

日間 

（２）産前産後の女性臨時職員が，産前産後の休業をする期間及びその後３０日間 

 

 （定年） 

第１３条 臨時職員の定年は満６５歳とし，６５歳に達した日（誕生日の前日）以後

における最初の３月３１日をもって退職とする。 

２ ただし，臨時職員の能力及び身体状況等を勘案の上，第１項の定年年齢を超えて

再雇用することがある。 

 

 （無期労働契約への転換） 

第１４条 期間の定めのある労働契約で雇用する臨時職員のうち，通算契約期間が５

年を超える臨時職員は，別に定める様式で申込むことにより，現在締結している有

期労働契約の契約期間の満了日の翌日から，期間の定めのない労働契約での雇用に

転換することができる。 

２ 前項の通算契約期間は，平成２５年４月１日以降に開始する有期労働契約の契約

期間を通算するものとする。ただし，契約期間満了に伴う退職等により，労働契約

が締結されていない期間が連続して６ヶ月以上ある臨時職員については，それ以前

の契約期間は通算契約期間に含めない。 

３ この規則に定める労働条件は，第１項の規定により期間の定めのない労働契約で
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の雇用に転換した後も引き続き適用する。 

４ 第１項の申込みは，現に締結している有期労働契約の満了日の１ヶ月前までに行

うものとする。 

５ 有期雇用特別措置法により，定年後引き続き雇用される期間については，無期転

換権が発生しない。 

 

（人事異動） 

第１５条 本会は，業務上の必要がある場合は，出向を命じ，又は就業場所及び業務

内容の変更を命じることがある。 

２ 臨時職員は，正当な理由がない限り前項の命令を拒むことができない。 

 

第３章 服務 

 

（勤務の原則） 

第１６条 臨時職員は，次の事項を守り，誠実に勤務しなければならない。 

（１）常に健康に留意し，職務に支障が生じないよう心がけること 

（２）公私の区分を明確にし，勤務中に私用を行わないこと 

（３）上司の指示命令に従うとともに，就業時間中は上司の許可なく職場を離れな

いこと 

（４）施設の内外を問わず，本会の名誉を害し，又は信用を傷つけ，もしくは同僚

を中傷する等，施設内の人間関係に悪影響を与えないこと 

（５）正当な理由がなく，職務上知り得た秘密事項（職員の身上に関すること及び

個人番号も含む）は，在職中は勿論，退職後も他に漏らさないこと 

（６）常に時間を尊重し，職務の慎重，敏速及び的確を期すこと 

（７）整理整頓，職場の清潔保持に努めること 

（８）相手方の望まない性的言動により，他の職員に不利益を与えたり，就業環境

を害すると判断される行為等を行わないこと 

（９）その他前各号に準じる行為をしないこと 

 

（遅刻，早退等の手続き） 

第１７条 臨時職員は所定の勤務時間を守り，出退勤の際には自らタイムカードに打

刻，又は所定の就業報告書に記録し，毎月決められた日までに提出しなければなら

ない。 

２ 病気その他やむを得ない理由により遅刻，又は欠勤しようとするときは，事前に

届け出なければならない。ただし，やむを得ない場合は事後速やかに届け出なけれ

ばならない。 

 

（損害賠償） 
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第１８条 臨時職員が，故意又は過失によって本会に損害を与えたとき（番号法等に

違反し，特定個人情報が漏えいしたときを含む）は，その価額の限度で損害賠償を

しなければならない。ただし，過失による場合，情状によりこれを免除することが

ある。 

 

第４章 勤務 

 

（就業時間） 

第１９条 臨時職員の勤務時間は，１日７時間４５分以内，１週３８時間４５分以内

とし，原則として午前８時３０分から午後５時１５分までの間で，正職員の所定労

働時間を超えない範囲内で，月間勤務表，もしくは個別の職員労働条件通知書にお

いて定める。 

２ 前項の規定にかかわらず，本会は，職種により又は業務上の都合その他の必要が

ある場合は，４週間を平均して週３８時間４５分を超えない範囲で，特定の週にお

いて３８時間４５分，特定の日において７時間４５分を超えて勤務させることがあ

る。 

３ 職種により，交替勤務をする臨時職員の就業時間は，原則として，１ヶ月単位で

個人ごとに作成する勤務表により定める。ただし，業務の状況により，予め定めた

勤務表を変更することがある。この場合，当該臨時職員の意見を聴いた上で変更す

る。 

４ 業務の状況により、就業時間を繰り上げまた繰り下げおよび変更をすることがあ 

る。（シフトによる実労７時間４５分） 

 

（休憩時間） 

第２０条 臨時職員の休憩時間は，１日の労働時間が６時間を超える場合においては

１時間とする。 

 

（休日） 

第２１条 臨時職員の休日は，職員労働条件通知書において定めた日，又は月間勤務

表において定めた日とする。 

２ 業務の都合により必要がある場合には，事前に通知して前項の休日を他の日と振

り替えることがある。 

 

（時間外労働及び休日労働） 

第２２条 業務の都合その他やむを得ない事由があるときは，時間外労働及び休日労

働を行わせることがある。 

 

（年次有給休暇） 

第２３条 年次有給休暇は，労働基準法第３９条に定めるところにより，別表１のと



12 号（臨時職員就業規程） 

 6 

 

 

おりとする。 

 

（法定休業及び特別休暇） 

第２４条 臨時職員が次の各号の一に該当するときは，申し出をすることにより休暇

を与える。ただし，賃金は支給しない。 

（１）女性臨時職員で，労働基準法第６５条に規定する産前産後の休業に該当する

場合 

産前８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）・産後８週間 

（２）女性臨時職員であって，労働基準法第６８条に規定する生理日の措置に該当

する場合申し出た時間又は日数 

（３）妊娠中及び出産後１年以内で母子健康のため通院する日 

（４）育児休業及び介護休業 

２ 家族の慶弔等，特別の事情が生じた場合は，特別休暇を与えることがある。ただ

し，賃金は支給しない。なお，特別休暇の日数及び取り扱いについては，その都度

決める。 

３ 前項の休暇を利用しようとするときは，事前に申し出なければならない。 

 

第５章 賃金・旅費等 

 

（賃金） 

第２５条 臨時職員の賃金は，基本給，通勤手当及び割増賃金とする。ただし，その

他特別な手当を支給する場合には，その手当の内容，支給額等を各人別に職員労働

条件通知書で定めることとする。 

２ 基本給は月給制，又は時間給制とし，各人別の職員労働条件通知書で定める。 

３ 許可を得て自動車等を使用して通勤する臨時職員に対して，勤務１日につき別表

２で定める通勤手当を支給する。ただし，通勤距離が片道２ｋｍ以上の者に限る。 

４ 割増賃金は，次の方法により計算し支給するものとする。なお，月給制の臨時職

員については，時間給換算した１時間当たりの時給を計算の基礎とする。 

（１）法定労働時間（１日７時間４５分，１週３８時間４５分）を超える時間外労

働については２５％，勤務を要しない日については３５％の割増賃金を支給す

る。 

 

（賃金の締切日及び支払日） 

第２６条 賃金の計算期間は，当月１日から末日までとし，支給日は翌月１５日とす

る。ただし，賃金支給日が金融機関の休日にあたる場合はその前日に支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず，臨時職員が退職し又は解雇された場合等で，本人が請

求したときは賃金支払日の前であっても，既に行われた勤務に対する賃金を支払う。 
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（賃金の支払い及び控除） 

第２７条 賃金は，その全額を本人名義の指定口座へ振り込んで支給する。 

２ 所得税，社会保険料等の法令に基づくもの，その他職員代表との協定に基づくも

のはあらかじめ控除して支払う。 

 

 （出張命令，復命及び旅費） 

第２８条 臨時職員の出張に関する事項は，本会職員就業規程第２４条及び２５条の

規定を適用する。 

 

第６章 安全衛生及び災害補償等 

 

（安全衛生） 

第２９条 本会は，臨時職員が常に健康で安全に就業できるように必要な措置を講じ

る。 

２ 臨時職員は就業上の安全衛生に関する定めを守り，業務に関する注意事項を遵守

するとともに，施設利用者の安全及び事故防止に留意し，災害事故の防止と円滑か

つ安全な業務の遂行に努めなければならない。 

３ 臨時職員に対し，雇入れの際及び配置換え等により業務内容を変更した際に，そ

の従事する業務に必要な安全衛生教育を行う。 

４ 臨時職員であっても，安全衛生上問題のある者，業務の正常な運営に支障のおそ

れのある者，心身の健康状況から就労に不適当な者，風紀上問題のある者等につい

ては就労を禁止することがある。 

 

（健康診断） 

第３０条 臨時職員は，日常において自己の健康管理に留意しなければならない。 

２ 法令で健康診断の実施を義務付けられている臨時職員は，本会による健康診断を

受診しなければならない。 

３ 健康診断の結果，必要と認めるときは，本会は，就業の停止，治療その他保健衛

生上必要な措置をとることがある。 

 

（災害補償） 

第３１条 臨時職員が業務上又は通勤途上に，負傷又は疾病にかかり，もしくは死亡

したときは，労働者災害補償保険法の定めるところにより補償等を行う。 

 

（研修） 

第３２条 臨時職員は，本会が主催する研修会等に出席しなければならない。又，本

会以外の研修会等に参加を指示することもある。 
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（社会保険の適用） 

第３３条 本会は，継続勤務する臨時職員が，健康保険，厚生年金保険，及び雇用保

険の被保険者となる資格が生じたときは，必要な手続を行う。 

 

第７章 制裁 

 

（制裁） 

第３４条 臨時職員が，次の各号の一に該当するときは，情状により，懲戒解雇，出

勤停止，減給又はけん責の制裁を課する。ただし，事案が軽微である場合等，事情

により注意にとどめることがある。 

（１）この規程及び本会又は上司の指示・命令に違反したとき 

（２）正当な事由なく，遅刻，早退，職場離脱，欠勤をしたとき 

（３）第３章に定める服務に違反したとき 

（４）故意又は過失により，本会に損害又は不利益を与えたとき 

（５）臨時職員の過失で個人番号が漏えいした場合 

（６）臨時職員として信義に反し，又は規律，秩序，風紀に反する行動をしたとき 

（７）その他，前各号に準ずる行為があったとき 

２ 前項の懲戒のうち，減給は１回につき平均賃金の半額以内，１賃金締切期間中の

総額はその間の賃金総額の１０分の１以下とし，出勤停止についてはその処分期間

中の賃金は支払わない。 

 

第８章 雑則 

 

 （委任） 

第３５条 この規程の施行に関し必要な事項は，会長が定める。 

 

 

附 則 

 この規程は，平成１８年５月３１日から施行し，平成１８年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この規程は，平成１９年４月１日から一部改正する。 

   附 則 

 この規程は，平成２０年４月１日から一部改正する。 

   附 則 

 この規程は，平成２１年４月１日から一部改正する。 

附 則 

 この規程は，平成２２年４月１日から一部改正する。 

附 則 
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 この規程は，平成２５年９月１１日から一部改正する。 

附 則 

 この規程は，平成２８年３月２９日から一部改正し，平成２８年１月１日から適用

する。 

附 則 

 この規程は，平成３１年３月２０日から施行する。 

 

附 則 

 この規程は，令和６年１月１日から施行する。 
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別表１ 年次有給休暇（第２２条関係） 

週の所定 

労働日数 

1 年間の 

所定労働日数 

入職日から起算した継続勤務期間 

6 ヶ月 
1 年 

6 ヶ月 

2 年 

6 ヶ月 

3 年 

6 ヶ月 

4 年 

6 ヶ月 

5 年 

6 ヶ月 

6 年 

6 ヶ月 

週所定労働時間が 30 時間以上 または 週所定労働日数 5 日以上 

5 日 217 日以上 14 14 14 20 20 20 20 

週所定労働時間が 30 時間未満 かつ 週所定労働日数 5 日未満 

4 日 169日～216日 10 10 10 15 15 15 15 

3 日 121日～168日 8 8 8 11 11 11 11 

2 日 73 日～120 日 5 5 5 7 7 7 7 

1 日 48 日～72 日 2 2 2 3 3 3 3 

 

別表２ 通勤手当（第２５条関係） 

使用距離 支給額 月額上限 

片道 ２㎞以上 ～  ５㎞未満 １００円 ２,０００円 

片道 ５㎞以上 ～ １０㎞未満 ２１０円 ４,２００円 

片道１０㎞以上 ～ １５㎞未満 ３５５円 ７,１００円 

片道１５㎞以上 ～ ２０㎞未満 ５００円 １０,０００円 

片道２０㎞以上 ～ ２５㎞未満 ６４５円 １２,９００円 

片道２５㎞以上 ～ ３０㎞未満 ７９０円 １５,８００円 

片道３０㎞以上 ～ ３５㎞未満 ９３５円 １８,７００円 

片道３５㎞以上 ～ ４０㎞未満 １,０８０円 ２１,６００円 

片道４０㎞以上 ～ ４５㎞未満 １,２２０円 ２４,４００円 

片道４５㎞以上 ～ ５０㎞未満 １,３１０円 ２６,２００円 

片道５０㎞以上 ～ ５５㎞未満 １,４００円 ２８,０００円 

片道５５㎞以上 ～ ６０㎞未満 １,４９０円 ２９,８００円 

片道６０㎞以上 １,５８０円 ３１,６００円 

 


